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◆ 令和５年度会計別予算額一覧  

 
 

 

  

（単位：千円）

補正前の額 １２月補正額
１２月補正額

(追加分(その2))
１２月補正額

(追加分(その3))
補正後の額

48,721,896 2,742,049 304,919 238,690 52,007,554

7,273,883 △ 3,288 7,270,595

31,300 1,110 32,410

3,300 3,300

20,800 20,800

22,400 239 22,639

228,000 228,000

保険事業勘定 9,063,875 16,951 9,080,826

介護サービス事業勘定 44,263 685 44,948

135 135

2,359,600 960 2,360,560

19,047,556 16,657 19,064,213

4,424,600 4,424,600

9,732,100 － 9,732,100

福知山市民病院 18,987,963 432,590 19,420,553

大江分院 878,537 878,537

19,866,500 432,590 20,299,090

34,023,200 432,590 34,455,790

101,792,652 3,191,296 304,919 238,690 105,527,557合　　　　　　　　　計

小　　　　計

企
業
会
計

水道事業

下水道事業

病院事業

小　　　　計

後期高齢者医療事業

会　　　計　　　名

一　　般　　会　　計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

国民健康保険事業

国民健康保険診療所費

と畜場費

宅地造成事業

休日急患診療所費

福知山都市計画事業石原土地区画整理事業

介護保険事業

下夜久野地区財産区管理会
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◆ 令和５年度一般会計歳入予算額一覧  

 
 

 

 

  

（単位：千円）

補正前の額 第６号補正額 第７号補正額 第８号補正額 補正後の額

01 市税 11,849,531 11,849,531

02 地方譲与税 481,845 481,845

03 利子割交付金 4,000 4,000

04 配当割交付金 90,000 90,000

05 株式等譲渡所得割交付金 62,000 62,000

06 地方消費税交付金 1,950,000 1,950,000

07 ゴルフ場利用税交付金 6,000 6,000

08 自動車取得税交付金 1 1

09 環境性能割交付金 60,000 60,000

10 法人事業税交付金 200,000 200,000

11 国有提供施設等所在市町村助成交付金 25,000 25,000

12 地方特例交付金 75,000 75,000

13 地方交付税 11,270,000 11,270,000

14 交通安全対策特別交付金 10,000 10,000

15 分担金及び負担金 176,203 14,298 190,501

16 使用料及び手数料 1,244,279 1,244,279

17 国庫支出金 7,269,726 1,209,162 152,459 238,690 8,870,037

18 府支出金 3,013,186 217,824 3,231,010

19 財産収入 484,249 484,249

20 寄附金 395,962 395,962

21 繰入金 2,705,678 653,951 152,460 3,512,089

22 諸収入 1,013,185 1,013,185

23 市債 6,281,200 277,500 6,558,700

24 繰越金 54,851 369,314 424,165

一般会計　合計 48,721,896 2,742,049 304,919 238,690 52,007,554

款
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◆ 令和５年度一般会計歳出予算額一覧（目的別）  

 
 

  

（単位：千円）

補正前の額 第６号補正額 第７号補正額 第８号補正額 補正後の額

01 議会費 328,198 △ 5,837 322,361

02 総務費 5,355,318 277,975 5,633,293

03 民生費 15,280,215 737,493 238,690 16,256,398

04 衛生費 7,115,372 277,668 7,393,040

05 労働費 18,220 18,220

06 農林業費 1,351,241 9,919 1,361,160

07 商工費 832,200 5,058 304,919 1,142,177

08 土木費 4,103,107 15,416 4,118,523

09 消防費 2,743,510 7,674 2,751,184

10 教育費 5,660,295 44,783 5,705,078

11 公債費 5,295,220 500,000 5,795,220

12 予備費 50,000 50,000

13 災害復旧費 589,000 871,900 1,460,900

一般会計　合計 48,721,896 2,742,049 304,919 238,690 52,007,554

款
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◆ 令和５年度一般会計歳出予算額一覧（性質別）  

 
 

 

 

  

（単位：千円）

補正前の額 第６号補正額 第７号補正額 第８号補正額 補正後の額

6,934,790 173,263 7,108,053

う　ち
 議　　員　　給　　与　　費 157,240 △ 4,547 152,693

う　ち
 職　　員　　給　　与　　費

5,856,955 156,016 6,012,971

5,924,303 324,941 1,919 8,690 6,259,853

308,986 308,986

8,710,350 △ 515 8,709,835

7,335,396 830,615 303,000 230,000 8,699,011

9,568,496 897,919 10,466,415

う ち 人 件 費 690,870 690,870

8,979,496 26,019 9,005,515

補 助 事 業 費 2,889,138 18,019 2,907,157

単 独 事 業 費 6,090,358 8,000 6,098,358

589,000 871,900 1,460,900

5,295,220 500,000 5,795,220

858,517 858,517

282,086 282,086

3,453,752 15,826 3,469,578

50,000 50,000

48,721,896 2,742,049 304,919 238,690 52,007,554一般会計　合計

扶 助 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

普 通 建 設
事 業 費

災 害 復 旧
事 業 費

公 債 費

積 立 金

出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

維 持 補 修 費

区 分

人 件 費

物 件 費
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◆ １２月補正予算（追加分(その３)) 主要事項  
 

区 分 原油価格・物価高騰緊急対策 （単位：千円） 

事業名 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

238,690 

国 府 市債 その他 一般財源 961,783 

238,690     
補正後予算額 

1,200,473 

 

１ 事業の背景・目的 

国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」において、「住民税均等割のみ

課税世帯」及び「住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯において扶養されて

いる18歳以下の子ども」への追加支援が新たに閣議決定（令和5年12月22日）さ

れましたので、国の物価高対策のための「重点支援地方交付金」を活用し、対象

世帯に対し給付金を支給します。 

 

２ 事業の内容 

対象者 住民税非課税世帯 
住民税均等割 

のみ課税世帯 

世帯数 約9,300世帯 約2,000世帯 

内容 

10万円/世帯 

（5月補正＋12月当初提案） 

10万円/世帯 

（今回提案分） 

18歳以下の子ども(約600人) 5万円/人を上乗せ支給 

（今回提案分） 

 

（１）申請方法    プッシュ型支給（対象者には確認書を送付します。） 

（２）支給方法    申請者の指定する金融機関の口座へ振込 

（３）確認書送付時期 2月中旬（予定） 

（４）給付時期    3月上旬以降（予定） 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費 

役務費          690千円（郵送料、振込手数料） 

委託料         8,000千円（システム改修、人材委託業務） 

負担金補助及び交付金 230,000千円（給付金） 

 

４ 主な特定財源  

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 民生費国庫補助金  

地方創生臨時交付金 238,690 千円 

担当課 福祉保健部社会福祉課 電話 直通 24-7087 内線 2134 

 


